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a 第４節 イノベーションの源泉と競争力の向上への課題

2007年に訪れる人口の波は、労働力の減少というチャネルを通じて日本の潜在的な成長力

にも少なからず影響を与える可能性がある。第１節で述べたように、労働力が減少していく

中で一人当たり所得を維持していくためには技術革新による生産性の向上が不可欠である。

また、人口要因が国内マーケットを縮小させていく中で、各企業は付加価値の高い技術創造

により競争力を伸ばしていくことが求められる。

本節では、まず、企業の認識する競争力の変化やその背景を概観した後、競争力の源泉と

なる我が国企業のイノベーション活動の実態やこれを促す要因、イノベーション活動が企業

の生産性に与える影響等について検証する。その中で、我が国は研究開発投資が高いにも関

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化
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わらずそれに見合った生産性が確保されていないという見方に関連して、企業のイノベーシ

ョン活動、ひいては生産性の向上を促すのは必ずしも研究開発投資の多寡ではなく、製造現

場等での創意工夫、研究・技術人材であり、さらには組織形態など研究開発を活かす経営の

在り方であることを示す。本節の後半では、我が国の生産性向上の重要な課題であるサービ

ス分野におけるイノベーションの実態や、今後、若年層を中心に国内での人口制約が強まる

中で、次代のイノベーション活動を担う科学技術・研究人材の確保に向けた課題等について

述べる。

●企業の競争力を左右するイノベーションの力

ここではまず技術創造に関する企業の意識調査（以下、企業サーベイという）
58
をもとに、

企業が認識する自社の競争力の変化やその背景等について簡単に述べる。企業サーベイにお

いては、主に各企業の提供する製品・サービスの相対的な強みという観点から企業の競争力

が過去３年間でどう変化したと評価しているかを調査しているが、これによると、競争力が

強くなったとする企業が全体の31％程度であるのに対し、弱くなったとする企業が33％程度

となっており、全体としてばらつきがみられる（第３－４－１図）。業種別にみると高収益

を続けている素材産業や不良債権処理が進展した金融等において競争力が高まったとする企

業の割合が相対的に高い。競争力の強化に影響した要因としては、製品・サービスの品質・

機能や種類に続いて製品・サービスの開発力が挙げられている一方、競争力の劣化に影響し

た要因としても第一に開発力が位置づけられており、製品・サービスの機能等を向上させる

ための開発の力、つまりイノベーションの能力が企業の競争力を大きく左右しているという

ことが確認される。

●研究開発投資は活発だが、効率性に課題

企業の製品・サービスの開発力の背景の一つに挙げられるものとして研究開発投資がある。

ここでは、我が国の研究開発投資の現状やその効率性について述べる。我が国は1970年代よ

り研究開発を通じて科学技術を製品化することによる企業価値の増大を目指してきた結果、

2002年度の日本の研究開発投資額はGDP比で3.12％と、主要先進国の中では最も高いシェア

を持つに至っている（付図３－31）。このような我が国の研究開発投資の特徴は、政府部門

による投資額のウェイトは国際的にも相対的に低く、その７割超の投資額が民間セクターに

よって負担されているということにある。

我が国ではこのように民間を中心に研究開発投資が積極的に行われているわけであるが、

第１節でみたように今後人口制約が強まる中で、我が国の経済力を維持していくためには、

このような研究開発活動がイノベーションを通じて生産性の向上に結びついていくことが何

第４節■イノベーションの源泉と競争力の向上への課題
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注 （58）内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）。調査の概要については付注３－13参照。
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よりも重要である。しかし、先進諸国における全要素生産性と研究開発投資GDP比の変化の

関係をみるとこれらには緩やかな正の関係がみられるにも関わらず、1990年代以降の我が国

においては比率が高まる一方、全要素生産性の伸びは低下している。全要素生産性の変化を

技術革新のみに帰することはできないものの
59
、研究開発投資の規模に見合う生産性の向上

が必ずしも実現されていなかった可能性が示されている（付図３－32）。

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化

（備考）１．内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）により作成。
２．回答企業1,618社。競争力が強くなったと回答した企業505社、弱くなったと回答した企業532社。
３．該当する項目を複数回答。

競争力が強くなった企業
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第3-4-1図　競争力変化とその要因

商品・サービスの開発力は企業の競争力を左右する
（１）３年前と比較した競争力の変化

（２）競争力の変化の要因

31.2

強くなった

（％）

32.9

弱くなった

35.9

変わらない

注 （59）全要素生産性の伸び率は、付加価値の伸びのうち、労働や資本といった生産要素の投入量の拡大では説明できな
い残差としての部分を含んでいることから、技術革新以外の要素の影響も含まれ得ることには注意が必要である。
このほか、企業活動の国際化から研究開発投資の効率性を国内付加価値でみた生産性だけで測定することには留
意が必要であるとする意見もある。
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こうしたことは、民間部門を含め我が国の研究開発投資の効率性が低いことを物語ってい

る可能性がある。研究開発投資効率を測る指標の一つとして、５年間の累積営業利益を過去

５年間の累積研究開発費で除した効率性指標の推移をみると、足元では景気回復による企業

収益の回復を受けて若干ながら上昇しているものの、長期的なトレンドとしては低下傾向に

ある（第３－４－２図）。こうした姿から、我が国企業の研究開発効率が過去に比べて悪化

する傾向にあるという可能性がみてとれる。

●日本企業のイノベーション活動の実態

そこで次に、研究開発投資というインプット（投入）と利益率や生産性というアウトカム

（成果）とをつなぐ要素、つまりアウトプット（産出）として企業のイノベーション活動を

とらえ、我が国企業のイノベーション活動の現状をみることにより、研究開発効率性の低下

の要因を考えてみたい。

まず我が国のイノベーション活動の現状を我が国で最初の企業のイノベーション活動に関

する包括的な統計調査である文部科学省科学技術政策研究所の「全国イノベーション調査」

を用いて示すこととする。同調査によると、調査対象産業で従業員10人以上の企業のうち２

割強が、1999年～2001年の３年間のうちに、プロダクト・イノベーション（何らかの新規の、

あるいはかなり改善されたプロダクトの市場への導入）もしくはプロセス・イノベーション

（サービスの供給方法やプロダクトの配送手段を含む何らかの新規の、あるいはかなり改善

第４節■イノベーションの源泉と競争力の向上への課題
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（備考）１．総務省「科学技術研究調査」により作成。
２．当該年の研究開発効率を（当該年から数えた過去５年間の１社あたりの累積営業利益）／（当該年の５年
前から数えた過去５年間の１社あたりの累積社内使用研究費（支出額ベース））として算出。
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第3-4-2図　研究開発効率の推移

研究開発効率は低下傾向
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されたプロセスの導入）を達成したとしているという結果になっている（以下では、こうし

た割合をイノベーションを実現した企業の割合と定義して用いる）。諸外国との相対的な関

係をみるために、EUにおける同様の調査から、EU諸国におけるイノベーション実現企業の

割合をみると４割程度となっており、少なくとも両調査からは、我が国企業においてイノベ

ーション活動がより活発であるという姿はみられない（第３－４－３図）
60
。

●経営・組織の在り方が研究開発効率を左右

企業が何らかのイノベーションのための活動を行わなかった、あるいは、活動したものの

完了しなかった理由としては、同調査では、人材の不足という問題のほか、技術や市場に関

する情報の欠如、組織の硬直性などが挙げられており、イノベーションの成否には人材育成

を含めた経営・組織面における企業の取組の差が影響していることが示されている。そこで

次に、経営・組織上の取組の在り方とイノベーションの成否、さらには企業の収益性や生産

性との関係から企業の競争力の向上のための課題を考えるために、内閣府の企業サーベイの

主要な結果をみる
61
。

第一に、同調査においては、新製品や新サービス（既存製品・サービスの大幅な改善も含

む）等のプロダクト・イノベーションについては７割近い企業が、また生産技術や流通プロ

セスの改善等のプロセス・イノベーションについては５割弱の企業が、これを過去３年内に

達成したとしているが（付図３－33）、こうしたイノベーションのうち、プロダクト・イノ

ベーションの多くは企業の研究開発部門で実現されている一方、製品製造やサービス提供の

現場で生まれるというケースも多く、特にプロセス・イノベーションにおいては特に重要な

イノベーションの源泉となっていることが分かる。本節の冒頭で述べたように、企業の競争

力の変化とその製品・サービスの開発力は大きく関係しているが、さらに競争力の変化とイ

ノベーションの達成の有無の関係についてみると、競争力が強くなったとしている企業の方

が、そうでない場合よりもプロダクト・イノベーションにおいてはその達成割合が８％ポイ

ント程度、プロセス・イノベーションにおいては15％ポイント程度高くなっていることが確

認できる（第３－４－４図）。

第二に、企業の研究開発活動等の取組がどの程度製品やサービスの向上等の成果に結びつ

いているかという点については、「半分程度は結びついている」「あまり結びついていない」

「まったく結びついていない」という企業が８割以上を占めるなど、企業自身も自社の研究

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化

注 （60）「全国イノベーション調査」が企業数による母集団への復元を行っているのに対し、EUの「第３回共同体イノベ
ーション調査」では従業員数による復元を行っているところもあるという違いがある点、また回答企業には偏り
がある可能性があることから、我が国のイノベーション実現企業の割合が過小となって表れている可能性がある
点には留意する必要がある。なお、「第３回共同体イノベーション調査」の調査結果はEurostatより“Innovation
in Europe-Results for the Eu, Iceland and Norway”として公表されている。

（61）「全国イノベーション調査報告」（2004年12月）では研究開発投資額やイノベーションにより生み出された製品等
が売上に占める割合、それらの生産性指標へのつながりなどの論点についてはデータが利用可能でないため、こ
こでは独自の企業サーベイの結果やその回答個票を用いた分析を行っている。
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開発効率についてはさほど高い評価を与えていない様子が窺える。その理由としては、やは

り、研究スタッフの質・量という人的資本面の問題や市場ニーズを捉えることの難しさなど

第４節■イノベーションの源泉と競争力の向上への課題
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（備考）１．文部科学省科学技術政策研究所「全国イノベーション調査」、Eurostat“Innovation in Europe”により
作成。

２．調査対象期間は日本が1999年から2001年、欧州各国は1998年から2000年。
３．EU平均とは調査時点での加盟国のうち12ヶ国の平均。
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第3-4-3図　企業イノベーション活動の国際比較

我が国企業のイノベーション活動はあまり活発ではない

プロダクト、プロセス・イノベーションを達成している企業の割合（％）

（備考）１．内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）により作成。
２．全回答企業のうちプロダクト、プロセス・イノベーションを実現したと回答した企業の割合。
３．サンプル数1,618社（うち強くなったと回答した企業505社、弱くなったと回答した企業532社）。

第3-4-4図　競争力の変化とイノベーションを達成した企業の割合

競争力が強くなった企業はイノベーション実現率が高い
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が主に挙げられている。

第三に、研究開発効率やイノベーションの達成に強く関係すると考えられる企業の経営・

組織上の取組の状況をみる。調査では研究開発戦略に関するビジョン策定、研究開発戦略と

経営戦略やマーケティングとの連携、人材確保・育成のための戦略の策定、研究開発の進捗

管理等の12の項目について実施の有無を質問しているが、研究開発戦略に関する責任体制の

明確化や研究開発の進捗管理といった点では５割以上の企業が実施している一方、人材の流

出防止や確保・育成、組織体制のフラット化等については相対的に低い実施率にとどまって

いる（第３－４－５表）。これらの項目を単純に合計し「技術経営点数」としてスコア化（最

大12点）し、研究開発効率との関係をみると、おおむね技術経営得点が高いほど研究開発効

率が高いという姿が確認できる（第３－４－６図）。

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化

（備考）１．内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）により作成。
２．サンプル数1,618社。
３．平均は各項目に対する回答企業のうち「実施している」と答えた企業の割合。

平均
（０～１）技術経営得点の内容

研究開発戦略に関する責任体制、意思決定の明確化
や担当役員の配置（トップの明確な関与） 0.527

研究開発の進捗管理 0.510

継続的な研究開発の実施 0.471

研究開発戦略に関するビジョン（ロードマップ）の
策定 0.449

市場調査や販売部門と研究開発活動の連携 0.400

知識（技術）共有基盤・態勢の確立（システム構築
や企業文化の確立等） 0.372

研究開発戦略と経営戦略の明確なリンク 0.365

研究開発実施後の評価や経営戦略・研究旧開発戦略
へのフィードバック 0.359

組織体制のフラット化や横断的プロジェクトの実施 0.342

知識獲得のための他者との戦略的パートナーシップ 0.307

研究開発人材確保・育成のための制度の充実、戦略
の構築 0.282

研究者流出防止のための仕組・制度策定 0.149

第3-4-5表　技術経営得点の各指標

人材に関する取組はあまり進んでいない
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●イノベーションの成否やその収益力は人材や経営の在り方に影響される

以上の結果を踏まえ、次に、イノベーションの成否やイノベーションにより開発された製

品・サービスが売上に占めるシェア等に関して、研究開発効率を高め、企業の競争力向上の

鍵となる「技術経営」等の経営体制の在り方や研究開発投資の規模等の要因がどの程度影響

しているのかを詳しく分析してみたい。具体的には、①企業がプロダクト・イノベーション

を実現するか否かを示す「イノベーション性向」、②イノベーションで生まれた製品・サー

ビスが企業の売上高に占めるシェア（「イノベーション効率」という）、③企業がイノベーシ

ョンによって開発された技術等を保護するための特許を保有しているか否かを示す「特許保

有性向」、④そうした特許により保護されている売上高のシェア（「特許効率」という）を被

説明変数とし、企業規模や業種の違いを考慮した上で、これらを過去の研究開発投資売上高

比、技術経営得点もしくは知財経営得点
62
、企業内研究者比率、国内研究機関・大学等との

連携の有無等で説明するモデルを推計した（第３－４－７図）
63
。

推計によれば、第一に、技術経営得点や知財経営得点が高いほどイノベーション性向や効
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注 （62）技術経営得点と同様に、知的財産保護に関する組織・経営上の工夫を行っている程度を得点化したもの。具体的
には、専門担当部署の設置、知的財産に関する戦略の策定、社内発明に対して権利の所在・報酬等を定めた規定
の制定、のうち実施している項目の数を用いた。

（63）本推計で用いる被説明変数の分類はKremp and Mairesse（2004）に倣った。推計方法は①③を被説明変数とする
場合はプロビット・モデルを、②④を被説明変数とする場合はトービット・モデルを採用した。変数の定義等の
詳細については付注３－14を参照。

（備考）１． 内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）により作成。
２． 「研究開発活動がどの程度成果に結びついているか？」という問に対して、「ほぼ全て」あるいは「かな
り」と回答した企業を「効率がよい」、「半分程度」と回答した企業を「効率が中程度」、「あまり」ある
いは「まったくない」と回答した企業を「効率が悪い」とした。

３． サンプル数1,618社。
４． 技術経営得点とはイノベーションの達成に関わると見られる経営・組織上の取り組みに関する12の項目
を何項目実施しているかを示したもの。０から12の値をとる。

（技術経営得点、12点満点）

効率が悪い

効率が良い

効率が中程度

0

25

50

75

100
（％）

研究開発活動
を実施せず

０点 1－3点 4－6点 7－9点 10－12点

第3-4-6図　技術経営得点と研究開発効率

技術経営を実施している企業ほど研究開発効率が良い
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第３章◆「人口の波」と経済構造の変化

コラム
8

企業のイノベーション活動を活性化するインフラとして、経営戦略上の取組、中でも知識経営（knowledge 

management）の実施は特に重要な要素とされる。ここで知識経営とはEUのうちフランスで実施された「第

３回共同体イノベーション調査（CIS３）」等で定義されている４つの経営手法－①知識経営に係る文書化さ

れたポリシーの整備、②知識共有の促進を企図した価値観・企業文化の形成、③従業員や役員の保持を企図

したインセンティブ作り、④知識獲得のための他社とのパートナーシップ・戦略的提携の実施－からなる概

念である。知識経営の実施状況を企業の特性ごとにみると、大企業ほど、また技術の集約度が高い製造業ほ

どいずれの項目でも知識経営の実施割合が高い。ただし、大企業や高技術集約産業においても、従業員等の

引き留めのためのインセンティブ・ポリシーの実施度は３割弱と他の項目に比べて低く、会社の従業員が職

務に関連して行った発明（職務発明）に関して、従業員が会社に対して相当の対価を求める訴訟が数多くな

されたことにみられるように、職務発明の権利帰属等の取扱いに関する体制整備の遅れという問題が少なか

らず反映されていると考えられる。

このような知識経営が製造業のプロダクト・イノベーションの達成に結びついているか否かをプロビット・

モデルにより評価すると、いずれの経営方針も全く実施していない場合に比べ、１つでも経営方針を実施し

ていれば、その要因だけで何らかのイノベーションを達成している確率は10％前後高まることが示される。

このように、知識経営に代表される経営・組織の在り方は企業のイノベーション活動の成否に大きな影響を

与えている可能性が高い。

知識経営とイノベーション

（イノベーションを達成する確率：0～1）

コラム図8　知識経営とイノベーション

知識経営を実施しているほどイノベーションに成功する確率が高い

大規模、高技術、国内企業

小規模、低技術、国内企業

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 1 2 3 4 （知識経営集約度）

（備考）１．文部科学省科学技術政策研究所「全国イノベーション調査」、OECD“OECD Science, Technology and 
Industry Outlook（2004）”により作成。

２．知識経営集約度とは「イノベーション調査」で定義されている４つの経営手法（知識経営に係る文書化
されたポリシーの整備、知識共有の促進を企図した価値観・企業文化の形成、従業員や役員の保持を企
図したインセンティブ作り、知識獲得のための他者とのパートナーシップ・戦略的連携の実施）をいく
つ実施しているかを示す。各項目が同等に寄与すると仮定し、４つとも実施すれば集約度は４となる。

３．累積標準正規分布の関数に回帰するプロビット・モデルにより関数を推計。被説明変数をプロダクト・
イノベーション実現の有無とし、説明変数を知識経営集約度とした。また業種、企業規模、外資系企業
ダミーも用いて特性の違いをコントロールした。業種区分についてはOECD“OECD Science,  
Technology and Industry Outlook（2004）”に従い４つの業種（高技術産業、中技術産業１、中技術産業
２、低技術産業）に再編成し、ダミー変数化。企業規模は「全国イノベーション調査」に従い３つの規
模（大規模、中規模、小規模）からダミー変数化。外資系企業とは海外に本社を持つ企業を指す。

４．本グラフのダミーの基準は小規模、低技術産業、国内企業。
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（備考）１． 内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）により作成。
２．イノベーションの実現の有無を被説明変数（実現＝１、非実現＝０）とするプロビット・モデルにより推
計分析を行い、説明変数の係数を利用して一定条件の下でのイノベーション性向（プロダクト）を算出し
グラフ化したもの。

３．本グラフはダミーの基準となっている小規模、その他サービス業、国内企業の推計結果を示したもの。
４．詳細については付注３－14参照。

研究者比率10％の企業

研究者比率０％の企業

（技術経営得点、12点満点）

（イノベーション性向）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

（１）技術経営とイノベーションの実現

第3-4-7図　技術経営とイノベーション

技術経営の状況や研究者比率がイノベーションの実現に影響

（備考）１．内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）により作成。
２．＋、－は被説明変数に対し、説明変数が正負どちらに寄与するのかを示した。符号の＊、＊＊＊はそれ
ぞれ有意水準が10％、１％を満たすことを示している。

３．イノベーション性向、特許保有性向はプロビット・モデルにより、イノベーション効率、特許効率はト
ービット・モデルにより推計。

４．技術経営得点とは技術経営に関する取組をどれだけ実施しているか、知財経営得点とは知的財産に関す
る取組をどれだけ実施しているかを示す。産学連携ダミーとは産学連携を積極的に実施していると回答
した企業を１とするダミー変数である。斜線の項目は回帰に用いていない項目であることを示してい
る。

５．イノベーション性向とは企業がイノベーションを達成し得る確率、イノベーション効率とは自社製品・
サービスに占める新製品・サービスの割合、特許保有性向とはイノベーションにより生まれた新製品・
サービスを保護するための特許を保有し得る確率、特許効率とは自社製品・サービスの特許による保護
率を示す。

６．回帰結果、推計方法等の詳細については付注３－14参照。

（２）イノベーションの要因分析

説明変数
被説明変数

技術経営
得点

イノベーション性向
（プロダクト・イノベーションの実現）

＋

＊＊＊

イノベーション効率
（イノベーションにより生まれた製品
・サービスが売上高に占めるシェア）

＋

＊＊＊

特許効率
（特許により保護されている

売上高のシェア）

知財経営
得点

＋

＊＊＊

＋

＊＊＊

研究開
発投資
売上高

＋

＋

＋

＊

＋

研究者
比率

＋

＊＊＊

＋

＊＊＊

＋

＋

＊＊＊

産学連携
ダミー

＋

－

＋

＊＊＊

＋

＊＊＊

特許保有性向
（イノベーションによって開発された
技術等を保護するための特許の保有）
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率、特許保有性向や特許効率が高まる傾向がみられる。中でも、技術経営得点の高さはイノ

ベーション性向を高める方向に寄与する一方、知財経営得点の高さは特許の保有の有無に特

に強く関係していることが確認できる。特に、技術経営得点が最も高い（12点）企業と最も

低い（０点）企業ではイノベーション性向に40％ポイント程度の差が生じる。第二に、企業

内の研究者比率は特許性向に対しては有意に働かないが、イノベーション性向に対しては有

意にプラスの影響を与えており、企業は特許戦略という観点からよりも、イノベーション活

動の源泉として研究者を採用していると考えられる。例えば、研究人材比率が10％ポイント

高い企業ではイノベーション性向は２％程度高まる。第三に、産学連携という形で大学等と

連携している企業は、イノベーション関連の指標よりも、特許保有性向や特許効率において

有意に高い値を示しており、TLO（技術移転機関）
64
の増加傾向とあいまって、大学等の研究

成果を活用した経済効果の高い特許取得が活発化している可能性を示している。第四に、研

究開発投資比率の各指標に対する影響はプラスではあるものの必ずしも有意ではないことが

示されており、研究開発投資の大小それ自身というよりも、むしろ経営の在り方など企業内

のインフラ的な側面が重要であることが分かる。

●人材や経営の充実はイノベーションを通じて企業の生産性を高める

次に、人材や技術経営の整備といった要素がイノベーションの達成を通じて企業の生産性

に影響しているという点をみるために、労働生産性を被説明変数とする推計を行った。結果

は、上のケースと同様に、研究開発投資の規模は労働生産性に対して有意な影響を与えてい

ないが、技術経営や研究人材の充実は、イノベーション実現の可能性を高めることを通じて、

企業の労働生産性の上昇にプラスかつ統計的に有意に関係していることが分かる。特に、技

術経営得点が上位50％の企業は下位50％の企業よりも、また研究人材比率が上位50％の企業

は下位50％の企業よりも、それぞれ労働生産性が２割程度高くなっている（第３－４－８

図）。ここでは、企業財務データからマッチング可能な企業のみを分析の対象としたため、サ

ンプル数が限られていることに留意する必要があるが、上述の結果と同様に、企業の技術創

造の成果である生産性に関しても、研究開発投資の多寡よりもむしろ、技術経営や知識経営

の在り方などのインフラ的要素が、企業のイノベーション活動の促進を通じて寄与するとこ

ろが大きい
65
ということを表しているといえよう。

●サービス部門におけるイノベーション活性化のための課題

産業構造や就業構造においてサービス業の重要性が高まっている中で、同分野におけるイ

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化

注 （64）TLO（技術移転機関）とは、大学等の研究成果を産業・社会に還元すると同時に大学等における研究活動の活性
化を図ることを目的に、1998年の「大学等技術移転促進法」により導入された制度。2005年３月現在全国で43機
関が承認・認定TLOとなっている。

（65）ここでは労働生産性をイノベーションの実現の有無等で説明するモデルを、技術経営得点や研究人材比率等を操
作変数とする操作変数法によっても推計している。推計手法や結果の詳細については付注３－14参照。
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ノベーションの促進は、今後の経済活性化の鍵であると考えられる。OECD諸国において、

卸・小売、金融・保険、情報通信、対事業所サービスといった民間サービスが付加価値に占

めるシェアはこの20年程度で大きく拡大し2000年時点で50％程度を占めるなど経済成長を牽

引する一方、これら諸国の雇用創出の源泉ともなっている。先進諸国の90年代から2000年代

初頭にかけての民間サービス部門の付加価値成長率と雇用の増加率を比較すると、おおむね

正の関係がみられるが、その中でも我が国はサービス部門の成長力が相対的に低い位置にあ

る（第３－４－９図）。一般に、民間サービス分野は、対事業所サービスや卸・小売業を中

心に経済全体の労働生産性向上に対する寄与も大きく、アメリカや英国等ではサービス業の

労働生産性の寄与が大半を占めるが、サービス部門における我が国の労働生産性は相対的に

低いグループに属しており、結果として、経済全体の生産性上昇率が低い中で依然として製

造業の生産性上昇がその大宗を占めるという構図になっている
66
。

我が国の市場サービス分野のイノベーション活動を、上述の日本とEUのそれぞれのイノ

ベーション調査の結果から比較すると、製造業に比べ何らかのイノベーションを実施してい

る割合がサービス業の方が低いという点では大きな違いはないが、プロダクト、プロセス別
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（備考）１．内閣府「企業の技術創造に関するアンケート調査」（2005年）、日本経済新聞社「NEEDS－Financial 
Quest 企業財務データベース」により作成。

２．財務データのマッチングが可能であり、労働生産性を算出することができた311社の技術経営得点、研
究者比率について概ねサンプル数が２分されるように高いグループ、低いグループに分けそれぞれ高い
項目を１、低い項目を０とするダミー変数を作成した。その上で労働生産性（自然対数値）を被説明変
数とする回帰を行いダミー変数の係数を用いて相対的な労働生産性の値を算出した（各項目「下位50
％」＝100とした）。

３．詳細については付注３－14参照。

労働生産性が
２割程高い

90

100

110

120

130

上位50％ 下位50％ 上位50％ 下位50％

技術経営得点 研究者比率

（労働生産性、各項目「下位50％」＝100と基準化）

労働生産性が
２割程高い

第3-4-8図　労働生産性に影響を与える要因

技術経営得点、研究者比率が高いと労働生産性が高い

注 （66）サービス業の生産性の計測や諸外国との比較に際しては、サービスの質の向上が価格に反映されないなどの問題
があることに注意する必要がある。



288

のイノベーション実現については、我が国のサービス業は、製造業対比でみると、どちらか

といえばプロセス・イノベーション重視で、プロダクト・イノベーションの力が弱いとみら

れる（付図３－34）。上述の企業サーベイの結果からも、製造業に比べて非製造業のプロダ

クト・イノベーション性向等が相対的に低いことが分かる。我が国のサービス業において、

企業内のイノベーション活動を阻害する要因としては、能力のある従業員の欠如が最も多く

挙げられており、サービス業においても人材の量的・質的不足の問題が影響しているものと

考えられる（第３－４－10図）。特に、我が国のサービス業はIT技術の活用の遅れが指摘さ

れており、例えば、医療のIT化の推進に必要な情報の標準化などIT化を阻害する制度や慣行

の改善と並んで、高度なIT人材を確保することにより医療・教育分野を含め幅広い分野にお

いてIT活用の深化を図っていくことが課題となる。

●縮小する研究・技術人材の確保のための課題

既に述べたように製造業、サービス業を問わず、研究・技術人材の確保はイノベーション

活動にとって極めて重要な要素である。しかしながら、今後は高齢化・人口減少により研

究・技術人材は絶対数も人口に対する比率も低下していく恐れがあり、特に創造性豊かであ

ると考えられる若手人材の急激な減少が懸念される（第３－４－11図）。企業サーベイによ

れば多くの企業が、研究開発が成果に結びつかない理由として人材の量的な不足、質的な不

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化

（備考）１．OECD“OECD STAN Indicator database”により作成。
２．日本、アメリカ、韓国の数値は1990年から2001年、ドイツは1991年から2001年。
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第3-4-9図　民間サービス部門の付加価値成長率と雇用増加率（1990年～2002年）

我が国民間サービス部門の労働生産性は相対的に低い
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十分さを挙げており、人口制約が強くなっていく中で研究・技術人材に対する需要は今後一

層高まっていくものと考えられる。以下では今後の研究・技術人材の確保に関する主な課題

第４節■イノベーションの源泉と競争力の向上への課題

第
３
章

（備考）１．文部科学省科学技術政策研究所「全国イノベーション調査」、Eurostat“Innovation in Europe”により
作成。

２．各調査において、プロダクト、プロセス・イノベーション実現企業が経験したイノベーション阻害要因
のうち、「影響が強い」として回答した上位５項目とその回答企業の割合。
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第3-4-10図　サービス業におけるイノベーション阻害要因の国際比較

我が国では有能な人材の不足が阻害要因の大きな割合を占める

（備考）１． 総務省 ｢平成12年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推
計）」（中位推計）により作成。

２． 今後、年齢別（５歳階級）、性別研究・技術従事者が同階級の人口に占める比率が変化しないと仮定して
内閣府において推計。

３． 研究・技術従事者とは国勢調査において「自然科学系研究者」、「技術者」、「大学教員」を指す。なおこ
の「大学教員」には人文・社会科学を専門とするものを含んでいる。
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第3-4-11図　研究・技術従事者の将来推計

研究・技術従事者は総数も人口に対する比率も低下していく
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を述べる。

第一に、高度な専門知識を持つ人材としては企業等における博士号取得者の活躍が期待さ

れるが、博士号取得者数はこのところ横ばい傾向で推移しており、他の先進諸国と比較して

も博士号取得者の比率は依然として低いことが分かる（第３－４－12図）。

第二に、多くの企業が博士号取得者の採用に積極的ではなく、企業において博士号取得者

が十分に活用されていないという現状がある。企業が積極的な博士号取得者の採用に踏み切

らない理由としては、博士号取得者の持つ専門性と企業が求める専門性のミスマッチなどが

あると考えられ、若手研究者の流動性の促進等により博士号取得者の積極的な活用を図って

いくことも重要な課題であると考えられる。

第三に、今後の研究・技術人材の潜在的プールとなる理工系（理学・工学・農学）の大学

入学者の推移をみると、大学入学者全体の伸び率が少子化の影響から減少に転じている中で、

理工系の入学者は全体以上に減少しており、理工系の入学者の比率は低下傾向にある（付図

３－35）。さらに、より将来にわたる研究・技術人材の動向を占う意味では、子どもの数学、

科学に関する関心や学力が参考になる。OECDの学習到達度調査（PISA）によれば、科学的

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化

（備考）１． OECD “Education at a Glance 2004”、“Education database”により作成。
２．標準的な卒業年次の人口に対する博士号取得者が占める割合。
３． 2002年のデータ。
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第3-4-12図　各国別博士号取得率

わが国の科学・工学系博士号取得比率は国際的にみると低い
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リテラシーでは2000年から2003年にかけて２位を維持しているものの、数学的リテラシーに

おいては、依然として上位に位置しているものの、調査対象の国・地域の中で2000年の１位

から2003年には６位となっている。子どもの数学、科学の学力と将来の研究人材の輩出の相

関は明らかではないものの、「学力低下」や「理科離れ」
67
がさらに進むようであれば将来の

研究・技術人材確保の観点からその影響が心配される。

第四に、我が国は研究・技術人材における女性の比率が低いという問題がある。他の女性

労働者と同様に出産・育児等による継続性の難しさがあるものの、他の職種と比較しても研

究者の女性比率は極端に低くなっている（付図３－36）。そのため女性研究者の増加は研究・

技術人材を確保していく上で重要な課題であると考えられる。

この他、研究補助者や技能者、研究事務その他関係者などに従事する研究支援人材が減少

していることも問題となっている。特に企業における研究支援人材の減少が著しく、研究開

発の効率性に悪影響を与えている可能性がある。

我が国は、現状の人口当たりの研究者数は他の先進国と比べても高い位置にあるが、イノ

ベーションの結びつく研究・技術人材を今後中長期的に確保していくには、上述したように

多くの課題がある。イノベーション活動の活性化により我が国の競争力を維持していくため

には、子どもを含む若年層の間での科学に対する興味と意識の喚起、教育カリキュラムの改

善、女性の積極的な活用、若年研究者の流動性の促進によるミスマッチの解消等を通じて人

材確保に積極的に取り組んでいくことが求められる。

●本章のまとめ

本章では、2007年に始まる人口減少と団塊世代の定年退職の開始という２つの大きな「人

口の波」という切り口から、人口動態がフロー・ストックの両面から日本経済にもたらす含

意や、家計行動や企業行動への影響を幾つかの側面から概観した。

家計行動に関しては、①年齢・世代別の消費選好等からみれば旅行などのサービス消費等

がさらに拡大する一方、人口の核となる団塊ジュニア世代の消費性向は現時点では必ずしも

高くなく、中核年齢人口が長期的には減少傾向にあるという点ではマクロの消費マーケット

への影響が懸念されること、②高齢化要因は今後とも貯蓄率の低下を促すものの中期的には

貯蓄率がゼロを下回る可能性は小さい一方、貯蓄ゼロの者が若年層に多く存在すること、③

高年齢層のリスク志向が高いことを前提にすれば今後ともリスク資産を中心に資産需要は堅

調に推移することから、「貯蓄から投資へ」の裾野が広がれば、アメリカで一部に指摘され

るような高齢化による金融市場の「溶解」懸念は少ないこと、④住宅ストックの伸びは世帯

第４節■イノベーションの源泉と競争力の向上への課題
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注 （67）内閣府の「科学技術に関する世論調査」によれば、科学技術への関心は30歳未満の若年層で顕著な低下傾向にあ
る。
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数とともに鈍化する中で、ここ数年は団塊世代の退職後の住み替えや団塊ジュニア世代の住

宅取得活発化によりある程度の需要が見込まれる一方、豊かな高齢社会の実現のためにはリ

バース・モーゲージ制度の拡充も視野に入れた既存ストックの有効活用が課題となること等

を述べた。

企業行動に関しては、①これまで人件費の押上げ圧力でもあった団塊世代労働者の定年退

職により、短期的には企業収益への押下げ圧力が緩和されること、②若年の雇用は団塊世代

を中心に高年齢雇用者の賃金コスト負担の大きさから抑制されていた点は否めないが、既に

団塊世代の定年退職を見据え、そうした抑制効果が頭打ちとなり、若年雇用の拡大の息吹が

出始めていることなど団塊世代の退職のプラス面を指摘した。一方で、団塊世代退職が企業

の競争力に及ぼすマイナスの影響という側面から、③製造業の現場労働者を中心に団塊世代

の労働者には熟練の技術が体化されていることから、これら労働者の継続雇用も含め技能継

承が一層の課題となること、また、④団塊世代の雇用者の退職が迫り、退職給付にかかる負

担が重くのしかかる恐れがあり、確定拠出年金への移行を含めた企業年金改革の促進が課題

となること等を述べた。

人口減少や少子高齢化による労働力の減少が経済成長へのインプットという面からはマイ

ナスの影響を与えざるを得ないことは改めて指摘するまでもない。また、医療制度や介護保

険制度は現在の需要・供給構造を前提とすれば、高齢化の影響とあいまって医療・介護費を

維持不可能なペースで増加させ、後世代への負担を巨大なものにする恐れがある。社会保障

制度の改革はサービスの質の維持という一義的な目的に配慮しつつも、可能な限りの費用の

抑制という観点が重視されるべきである。一方、消費意欲を喚起するなどマクロの消費マー

ケットを活性化しつつ、経済全体の生産性を高めるのは、魅力ある商品・サービスを生み出

す企業のイノベーション活動である。イノベーション活動の核となるのは、これを支える人

材（労働の質）であり、技術や知識を収益力に活かす経営である。第１章でみたように構造

改革の推進により「３つの過剰」を含め資源配分の非効率性が解消されつつある中、我が国

の安定的な成長基盤を確立していくためには、「人間力」を軸とした生産性向上のための努

力がより一層その重要性を増していくであろう。

第３章◆「人口の波」と経済構造の変化
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